
 

 

【韓国】 総合指数は週間で 0.01％高と小反発、今週は後半に経済指標の発表続く 

先週の動き／今週の展望 

総合指数は週間で 0.01％高と小反発した。22日が休日のため休場で 4日間の取引。週を通じて一進一退の展開となっ

た。前週末にかけての米中協議を受けて週前半は米中摩擦への懸念が後退し、22 日の休場を挟んで続伸。米半導体大手

エヌビディアへの供給開始が材料視された SK ハイニックスが

17 年ぶりの高値を付けるなど時価総額の大きい半導体株が買

われた。週後半は軟調。米朝首脳会談の中止を受けた朝鮮半島

情勢への懸念が再燃し、地合いが悪化した。また、トランプ大

統領が自動車関税導入の検討を表明したことで現代自動車な

どに売りが出た。今週は引き続き朝鮮半島情勢を巡る動向が注

目される。週後半には 1－3月期の GDPや鉱工業生産、物価統

計、貿易統計など主要経済指標が相次いで発表される予定。 

 

【ロシア】 RTS指数は週間で 0.3％安と続落、今週も原油相場の動向にらむ展開か 

先週の動き／今週の展望 

RTS株価指数は 0.3％安と続落。原油高を好感し、週前半は堅調に推移したが、その後は通貨ルーブルの下落や原油相

場の急落が嫌気された。週明け 21 日は原油高を受けて前週末比 1.6％高と上昇してスタート。22 日はブレント原油が

2014 年 11 月以来となる 80 ドル台に乗せたことで指数は続伸

し、1200ドルを回復した。ただ、その後ルーブルが下落したほ

か、OPEC協調減産合意の打ち切り観測が強まったことで原油

相場が急反落。RTS 指数は 23 日から 3 日続落し、1169.93 ド

ルで終了した。個別では鉄鋼の TMK PAO が 10.1％高と急伸

した一方、エネルギーのタトネフチが 5.0％安、ルクオイルが

4.5％安、金融のクレジット・バンク・オブ・モスクワが 4.7％

安となった。今週は引き続き原油相場の動向をにらんだ展開

か。 

 

【ベトナム】 VN指数は週間で 7.4％安と大幅続落、今週も資金流出懸念が重しか 

先週の動き／今週の展望 

VN指数は 7.4％安と大幅続落。不動産や金融株に海外投資家の利益確定売りが続いたほか、原油安を受けたエネルギ

ー株の下落も響いた。週明け 21 日は不動産大手ビングループが約 7％下落したほか、保険のバオ・べト・ホールディン

グス、エネルギーのペトロベトナム・ガスなどが 5－6％下落

し、指数は 2.5％安。22日も 2.9％安と続落し、4カ月半ぶりに

1000ポイントを割り込んだ。23日は小幅に反発したが、24－

25 日に再び続落し、963.90 ポイントと週の安値で取引を終え

た。年初来で 2.1％安とマイナス圏に転落。4月に付けた史上最

高値 1211.34 ポイントからの下落率は 20.4％で、「弱気相場」

入りとなった。今週は 200日移動平均線まで下落したことで反

発が期待されるが、原油安や資金流出懸念が引き続き重しとな
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【インドネシア】 
【先週の動き／今週の展望】ジャカルタ総合指数は 3.3％

高、中銀新総裁の通貨安定化方針を好感 

ジャカルタ総合指数は週間で 3.3％高と反発。国内の重要イ

ベントが少ない中、週初を除き堅調に推移した。21日は前週後

半から下げ止まらず、3営業日続落してスタート。一方、22日

はアストラ・インターナショナルが指数上昇をけん引して反

発。24日に金融株が買われて終値で前日比 2.7％上昇すると、

25 日は前日に中央銀行のワルジヨ新総裁が通貨ルピアの安定

に注力する方針を示したことが好感されて、場中に一時、2 週

間ぶりに 6000 ポイントを回復した。今週も国内の経済指標発

表が少なく、中国の 5 月の製造業 PMI など、外部要因が焦点

になる。29日はワイサック（ブッダの生誕記念日）のため休場。 

 

【タイ】 

【シンガポール】 

【マレーシア】 

【先週の動き／今週の展望】ストレーツタイムズ指数は

0.5％安、ハイフラックスの債務整理申請で銀行株が下落 

ストレーツタイムズ指数は週間で 0.5％安と続落。週半ばの

下落が響いた。21日は前週に開催された米中貿易交渉で、摩擦

問題の一時保留が合意されたことを受けて反発。ただ、22日に

反落すると、23 日は 4 月の CPI 上昇率が市場予想から下振れ

たことに加え、水処理大手のハイフラックスが債務整理を申請

したことによる銀行株の下落で、指数は終値で前日比 1.3％安

と約 6 週間ぶりの安値を更新した。24 日は 1－3 月期の GDP

確定値が速報値を上回った効果で反発したが、25日は反落して

引けた。今週は国内の重要イベントが少なく、外部要因に左右

されそうだ。29日はベサックデー（釈迦誕生祭日）のため休場。 

 

【先週の動き／今週の展望】SET 指数は 0.7％安、1－3 月

期の GDP成長率は前年同期比 4.8％ 

SET指数は週間で 0.7％安と 3週続落。週初の上昇分をその

後の下落で帳消しにした。21 日は 1－3 月期の GDP 成長率が

前年同期比 4.8％と市場予想の 4.0％を上回った効果で指数は 3

営業日続伸。一方、22日は 4月の貿易収支が輸入額（通関ベー

ス）の増加を受けて、14年 9月以来の大幅赤字に転落したこと

が嫌気された。24 日は OPEC が協調減産を緩和する可能性が

報じられた影響で原油価格が値下がりし、エネルギー株が指数

下落をけん引したが、25 日は 4 日ぶりに反発して取引を終え

た。今週は 30日に 4 月の鉱工業生産、1 日に 5 月の CPI が発

表される予定。29日はウィサカブーチャ（仏誕節）のため休場。 

 

【先週の動き／今週の展望】クアラルンプール総合指数は

3.1％安、格付け会社の下方修正懸念を嫌気 

クアラルンプール総合指数は週間で 3.1％安と 3 週ぶりに反

落。外国人投資家による売りが指数を押し下げた。22日は 1－

3 月期の決算が 2 桁減益と不調だったテレコム・マレーシアが

指数下落をけん引。23日は複数の格付け会社がマレーシアの格

付けを下方修正するとの見方が広がり、終値で前日比 2.2％下

落した。24日は新政権に対する先行き不透明感からリンギ安が

進んだ影響で指数はさらに 1.6％下落し、約 5 カ月ぶりの安値

を更新したが、25日は反動で買われ 1.2％高と 5日ぶりに反発

して引けた。今週はナジブ前政権の汚職に対する捜査の動向が

焦点になりそうだ。29日は釈迦誕生日のため休場。 

 

 

 ▼指数チャート 

 
 ▼指数チャート 
 

 ▼指数チャート 
 

 ▼指数チャート 
 



 

 

本レポートは、株式会社 DZHフィナンシャルリサーチ（以下、「DZH」と称します）により作成されたものです。 
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